




表10 卒業後の臨床技術や医学知識の習得を目的とした研修の希望

希 望
全 体 晴眼者 視覚障害者

人数 % 人数 % 人数 %

受けたい 1284 79.6 1147 79.8 137 80.6

受けたくない 254 15,7 227 15.8 27 15。 9

無回答 76 4.7 70 4.9 6 3.5

対象者数1614名 (晴眼者1437名 /視覚障害者170名 /不明7名 )

表 11 研修希望機関の種類 (複数回答)

機関の種類
全 体 晴眼者 視覚障害者

人数 % 人数 % 人数 %

学校や医療機関が一定の研修費を取って開設する研修施設 693 54.0 616 53.7 77 56.2

無報酬もしくは一般標準と比較して明らかに給与が低いけれ
ども特徴ある技術や知識を習得できる施術所の研修 (見習い)

563 43.8 509 44.4 54 39.4

無回答 28 2.2 22 1.9 6 4.4

対象者数1284名 (晴眼者1147名 /視覚障害者137名 )

表 12 卒業後の鍼灸関連学会への所属意向

意 向
全 体 晴眼者 視覚障害者

人数 % 人数 % 人数 %
所属したいと思う 747 49.6 679 50.1 68 45.6

所属 したいと思わない 211 14.0 182 13.4 29 19.5

既に所属している 65 4.3 64 4.7 1 0.7

わからない 482 32.0 431 31.8 民
υ 34.2

対象者数1505名 (晴眼者1356名 /視覚障害者149名 )

ろ、「学校や医療機関が一定の研修費を取って開

設する研修施設」と答えた者は54.0%、「無報酬も

しくは一般基準と比較して明らかに給与が低い

けれども特徴ある技術や知識を習得できる施術

所の研修」と答えた者は43.8%で あった。この結

果は、「視力障害者」でも同じあった。

8)卒業後の鍼灸関連学会への所属意向について

表12は、卒業後に鍼灸関連学会に所属する

意向について尋ねた結果を示す。

「全体」では、「所属したい」という意向を持つ者

は49.6%、 一方「所属したいと思わない」者は

14.0%、「わからない」と回答した者は32.0%で あ

った。

「視力障害者」では鍼灸関連学会へ「所属した

い」と思うが第1位であったが、「既に所属してい

る」は、「全体」より低い率であった。

「所属したい」と答えた者にその理由を尋ねた

結果を表13に、所属しようと思わない者の理由

を表14に示す。

所属したいと答えた者の「全体」では、最も多か

った回答は「卒業後も最新の情報を得て診療に生

かしたいから」で91.4%、 次いで「同業者との交流

のため」が64.8%、 「鍼灸界の発展に貢献するた

め」が21.2%で あった。一方、所属しようと思わ





表15 卒業後の鍼灸関連業団への入会意向

意 向
全 体 晴眼者 視覚障害者

人数 % 人数 % 人数 %

入会したいと思う 657 40.7 579 40.3 78 45.9

入会したいと思わない 190 11.8 165 11.5 25 14.7

既に会員である 32 2.0 32 2.2 0 0.0

わからない 557 34.5 501 34.9 56 32.9

その他 4 0.2 4 0.3 0 0.0

無回答 174 10.8 163 11.3 6.5

対象者数1614名 (晴眼者1437名 /視覚障害者170名 /不明7名 )

表 16 卒業後に鍼灸関連業団に入会 しようと思う理由 (複数回答)

理 由
全 体 晴眼者 視覚障害者

人数 % 人数 % 人数 %

鍼灸関連の情報を得たいから 586 89,2 518 89.5 68 87.2

賠償保険に加入するため 399 60。7 347 59。9 52 66.7

業界の付き合いのため 248 37.7 224 38.7 24 30.8

業界の発展のため 109 16.6 96 16.6 13 16。 7

会員としての社会的地位を得たいから 44 6.7 40 6.9 4 5.1

その他 1.7 10 1.7 1.3

無回答 3 0.5 2 0.3 1.3

表17 卒業後に鍼灸関連業団に入会 しようと思わない理由

対象者数657名 (晴眼者579名 /視覚障害者78名 )

(複数回答)

理 由
全 体 晴眼者 視覚障害者

人数 % 人数 % 人数 %
会員としてのメリットがわからないから 134 70.5 118 71.5 16 64.0

会費が負担になるから 66 34.7 59 35.8 7 28.0

会の活動に参加 しなければいけないから 44 23.2 38 23.0 6 24.0

会の行事に参加しなければいけないから 41 21.6 30 18.2 44.0

知識や技術は自分で研鑽できるから 5.8 10 6.1 4.0

その他 18 9.5 16 9.7
０
４ 8.0

無回答 2 1 0.6 4.0

対象者数 190名 (晴眼者 165名 /視覚障害者 25名 )

89。 2%、 次いで「賠償保険に加入するため」が

60。 7%、「業界の付き合いのため」が37.7%で あっ

た。一方、入会しようと思わない者にその理由

を尋ねた結果で最も多かった回答は「会員として

のメリットがわからないから」で70.5%、 次いで

「会費が負担になる」が34.7%、「会の活動に参加

しなければいけないから」が23.2%、「会の行事に

参加しなければいけないから」が21.6%であった。
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ると、それぞれの進路について一定レベル以上

の困難を感 じている者の割合は、独立開業で

59.5%、 施術所就職で 19.1%、 病院・診療所就

職で33.2%で あった。

独立開業を困難と感 じる者の割合はかなり高

かったが、臨床能力、資金面から考えて当然の

結果と考えられる。しかし、「可能」、「十分可

能」、「困難なく実現できる」の合計は32%であっ

たことは、驚きであった。可能と判断した根拠

はどこにあるのか、この点については、年齢等、

他の項目とのクロス集計を通して詳細に分析し

てみる必要がある。一方、施術所への勤務、病

院 。診療所への勤務は、比較的容易と捉えてい

ることが示されたが、その判断の根拠について

も同様に他の項目とのクロス集計を通して詳細

に分析してみる必要がある。

なお、これら進路先の難易度の結果と進路予

定の結果とは乖離していることから、進路予定

には、ある程度希望的な観測が含まれているも

のと考えられた。

5.「 自身の臨床技術に自信がある」学生を

養成するには

いずれにしても、それぞれの進路に対する困

難さを感じる理由をみると、進路先によりその

理由は多少異なるものの共通してみられた主要

な理由は「自身の臨床技術に自信がない」であっ

た。また、施術所や病院・診療所では「募集が

少なすぎる」であった。

「自身の臨床技術に自信がない」については、

卒業後の臨床研修を経ることによってある程度

解決できるものと思われるが、研修施設の確保

やその制度の実施については、早急に検討を進

めなければならない。実際、卒業後の研修を希

望する学生は8割近かったが、これは「自身の臨

床技術に自信がない」を反映したものであろう。

一方で進路予定の第 1候補として進学を挙げて

いる者は多くないことから、就職と並行して行

える研修を想定しての回答かも知れない。

このように卒後研修の希望者は極めて多かっ

たが、上述したように現状では彼らを受け入れ

る施設や研修を含んだ施術所への就職先が少な

い。それだけに早急に卒後研修制度の確立が急

がれる。卒後研修制度は、鍼灸師と鍼灸医療の

質の維持と向上を図り、安心・安全な医療を確

保する上で必要不可欠な制度である。矢野個人

としては、卒後研修制度と生涯研修制度とを連

結させ、構造化された体系的な研修システムが

必要であると考えている。具体的には、研修プ

ログラムの構造設計を行い、それに基づいて、

例えば学会、研究会、教育機関、業団等それぞ

れで行われている研修を体系的研修プログラム

に位置付ける。すなわち、構造化された研修プ

ログラムに基づいて、研修内容をそれぞれが分

担し、全体として機能する研修プログラムであ

る。こうした体系的研修プログラムを公的にオ

ーソライズすることが望ましい。

一方において、卒業時に「自身の臨床技術に

自信がない」学生を一定率生み出す教育制度の

あり方を根本から見直すことも極めて重大な課

題である。専門学校における現状の教育は、教

育年限を3年 としているが、その実態はハーフ

タイムであることから実質的には1.5年である。

しかも臨床実習が実習 (臨床実習を含む)と いっ

たように明確に単位化されていない状況では、

「自身の臨床技術に自信がない」学生が一定の割

合で卒業することはやむを得ないことでぁろう。

このような状況は、当然ながら理学療法士等

のコ 。メディカルの養成とも比較される。加え

て、薬剤師、看護師等の養成が高学歴化する傾
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